
会計区分

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 25,258,112 固定負債 8,437,237
有形固定資産 23,863,259 地方債等 5,772,778

事業用資産 8,712,690 長期未払金 284
土地 3,660,532 退職手当引当金 1,214,731
立木竹 327 損失補償等引当金 6,729
建物 11,411,320 その他 1,442,716
建物減価償却累計額 △ 7,167,319 流動負債 1,020,244
工作物 1,487,294 1年内償還予定地方債等 600,488
工作物減価償却累計額 △ 801,440 未払金 175,112
船舶 2,117 未払費用  -
船舶減価償却累計額 △ 823 前受金  -
浮標等  - 前受収益  -
浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 142,622
航空機  - 預り金 99,304
航空機減価償却累計額  - その他 2,717
その他 1,803,263 負債合計 9,457,481
その他減価償却累計額 △ 1,683,427 【純資産の部】
建設仮勘定 846 固定資産等形成分 28,997,750

インフラ資産 14,386,265 余剰分（不足分） △ 7,998,105
土地 716,312 他団体出資分  -
建物 267,202
建物減価償却累計額 △ 152,152
工作物 32,977,286
工作物減価償却累計額 △ 19,547,946
その他 64,097
その他減価償却累計額 △ 442
建設仮勘定 61,907

物品 2,212,267
物品減価償却累計額 △ 1,447,962

無形固定資産 240,010
ソフトウェア 12,529
その他 227,481

投資その他の資産 1,154,842
投資及び出資金 46,870

有価証券 20,358
出資金 26,513
その他  -

投資損失引当金  -
長期延滞債権 78,070
長期貸付金 4,543
基金 1,037,187

減債基金  -
その他 1,037,187

その他  -
徴収不能引当金 △ 11,828

流動資産 5,199,014
現金預金 1,226,552
未収金 222,351
短期貸付金  -
基金 3,739,638

財政調整基金 3,670,383
減債基金 69,255

棚卸資産 4,461
その他 6,711
徴収不能引当金 △ 700

繰延資産  - 純資産合計 20,999,645
資産合計 30,457,126 負債及び純資産合計 30,457,126

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（令和  6  年  3  月  31  日 現在）



 自　令和  5  年  4  月  1  日

 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 11,553,814
業務費用 4,938,277

人件費 1,820,332
職員給与費 1,348,106
賞与等引当金繰入額 141,581
退職手当引当金繰入額 14,543
その他 316,103

物件費等 2,879,660
物件費 1,575,842
維持補修費 153,980
減価償却費 1,146,076
その他 3,762

その他の業務費用 238,285
支払利息 29,619
徴収不能引当金繰入額 7,506
その他 201,159

移転費用 6,615,537
補助金等 3,779,122
社会保障給付 2,715,198
他会計への繰出金 105,563
その他 15,653

経常収益 990,161
使用料及び手数料 390,568
その他 599,593

純経常行政コスト 10,563,653
臨時損失 24,718

災害復旧事業費  -
資産除売却損 24,201
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他 517

臨時利益 15,504
資産売却益 104
その他 15,400

純行政コスト 10,572,867

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書



自　令和  5  年  4  月  1  日

至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）
科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 21,084,241 29,176,941 △ 8,092,700  -

純行政コスト（△） △ 10,572,867 △ 10,572,867  -

財源 10,473,161 10,473,161  -

税収等 6,908,742 6,908,742  -

国県等補助金 3,564,419 3,564,419  -

本年度差額 △ 99,706 △ 99,706  -

固定資産等の変動（内部変動） △ 150,436 150,436

有形固定資産等の増加 1,025,264 △ 1,025,264

有形固定資産等の減少 △ 1,567,432 1,567,432

貸付金・基金等の増加 451,364 △ 451,364

貸付金・基金等の減少 △ 59,632 59,632

資産評価差額 6 6  -  -

無償所管換等 20,020 20,020  -  -

他団体出資等分の増加  -  -  -

他団体出資等分の減少  -  -  -

比例連結割合変更に伴う差額 △ 20,851 △ 46,359 25,508  -

その他 15,935 △ 2,422 18,357  -

本年度純資産変動額 △ 84,596 △ 179,191 94,595  -

本年度末純資産残高 20,999,645 28,997,750 △ 7,998,105  -

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書

他団体出資等分



 自　令和  5  年  4  月  1  日
 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分
（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 10,350,224

業務費用支出 3,734,687
人件費支出 1,794,816
物件費等支出 1,673,399
支払利息支出 29,619
その他の支出 236,853

移転費用支出 6,615,537
補助金等支出 3,779,122
社会保障給付支出 2,715,198
他会計への繰出支出 105,563
その他の支出 15,653

業務収入 11,311,176
税収等収入 6,841,915
国県等補助金収入 3,450,851
使用料及び手数料収入 392,331
その他の収入 626,080

臨時支出 1,672
災害復旧事業費支出  -
その他の支出 1,672

臨時収入 28,375
業務活動収支 987,655
【投資活動収支】

投資活動支出 1,015,136
公共施設等整備費支出 600,022
基金積立金支出 409,995
投資及び出資金支出 4,000
貸付金支出 991
その他の支出 128

投資活動収入 182,573
国県等補助金収入 132,859
基金取崩収入 26,647
貸付金元金回収収入 1,088
資産売却収入 105
その他の収入 21,874

投資活動収支 △ 832,563
【財務活動収支】

財務活動支出 611,602
地方債償還支出 611,164
その他の支出 438

財務活動収入 234,297
地方債発行収入 234,297
その他の収入  -

財務活動収支 △ 377,305
△ 222,213
1,351,306

808
1,129,900

前年度末歳計外現金残高 99,762
本年度歳計外現金増減額 △ 3,111
本年度末歳計外現金残高 96,652
本年度末現金預金残高 1,226,552

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高
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連結財務書類にかかる注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、一部の連結対象団体（法適用の公営企業会計、地方三公社）においては、原則、取得原価として

います。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

 ア 市場価格のあるもの････････････････････会計年度末における市場価格 

                      （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（または償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

                     （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物   4年～50年 

    工作物  10年～60年 

    物品   2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

 ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    ･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 



2 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価

額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

③ 退職手当引当金 

退職手当引当金については、期末自己都合要支給額により算定しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料

総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等をいいます。）なお、現

金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産

として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、資産の価値を高め又は耐久性を増すことと認めら

れる場合は資本的支出とし、それ以外の通常の維持管理や損壊した場合の現状復旧にかかった費

用は修繕費として処理しています。 



3 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等 

引当金計上額 

貸借対照表 

未計上額 

渡良瀬遊水池アクリ

メーション振興財団 
－ 6,729千円 － 6,729千円 

計 － 6,729千円 － 6,729千円 

 

(2) 係争中の訴訟等 

該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

連結財務書類の連結対象範囲は次のとおりです。 

団体(会計)名 区分 連結の方法 比例連結

割合 

国民健康保険事業特別会計 

公営事業会計 全部連結 - 介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

館林衛生施設組合 

一部事務組合・広域連合 比例連結 

13.66% 

館林地区消防組合 12.93% 

邑楽館林医療企業団 6.22% 

群馬県市町村会館管理組合 2.86% 

群馬県 

総合事務組合 

災害弔慰 3.12% 

非常勤 2.49% 

学校医 4.00% 

群馬県後期高齢者医療広域連合 0.84% 

群馬東部水道企業団 4.00% 

板倉町土地開発公社 地方三公社 全部連結 100.00% 

 

連結の方法は次のとおりです。 
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①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

②地方三公社は、全て全部連結の対象としています。 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整し

ています。 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 


